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※資料 全国家計構造調査（注）①令和元年調査 二人以上の世帯に関する集計

②単位：万円
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※資料 新潟県市町村民経済計算

（注）産業別の構成比には輸入品に課される税・関税と総資本形成にかかる消費税（控除）は含まない

製造 業

34.7%

建設 業

6.0%

不動産業

11.2%
卸売・小売業

8.8%

専門・科学技術、業務支援サービス

業

5.1%

第1次産業 1.0%

第2次産業 40.8%

第3次産業 57.2%

令和4年度産業別 総生産（構成比）

8,607億

市内総生産 8,695億円
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１　市民所得

⑴ 市内総生産

実額
(百万円)

構成比
(％)

実額
(百万円)

構成比
(％)

実額
(百万円)

構成比
(％)

令和3／
2年度

令和4／
3年度

897,564 100.0 898,500 100.0 869,460 100.0 0.1 △ 3.2
10,002 1.1 8,448 0.9 8,665 1.0 △ 15.5 2.6
9,290 1.0 7,710 0.9 7,969 0.9 △ 17.0 3.4

614 0.1 647 0.1 600 0.1 5.4 △ 7.3
98 0.0 91 0.0 96 0.0 △ 7.1 5.5

327,995 36.5 356,662 39.7 354,614 40.8 8.7 △ 0.6
910 0.1 778 0.1 753 0.1 △ 14.5 △ 3.2

268,384 29.9 297,287 33.1 301,481 34.7 10.8 1.4
58,701 6.5 58,597 6.5 52,380 6.0 △ 0.2 △ 10.6

556,677 62.0 528,319 58.8 497,424 57.2 △ 5.1 △ 5.8
82,933 9.2 47,611 5.3 6,805 0.8 △ 42.6 △ 85.7
69,801 7.8 72,770 8.1 76,221 8.8 4.3 4.7
19,487 2.2 19,782 2.2 21,248 2.4 1.5 7.4
96,808 10.8 97,511 10.9 97,730 11.2 0.7 0.2
33,413 3.7 36,595 4.1 35,443 4.1 9.5 △ 3.1
19,540 2.2 18,643 2.1 17,876 2.1 △ 4.6 △ 4.1
11,105 1.2 9,735 1.1 12,883 1.5 △ 12.3 32.3
41,801 4.7 43,441 4.8 44,275 5.1 3.9 1.9

181,789 20.3 182,231 20.3 184,943 21.4 0.2 1.5
894,674 99.7 893,429 99.4 860,703 99.0 △ 0.1 △ 3.7
15,867 1.8 18,480 2.1 22,867 2.6 16.5 23.7
12,977 1.4 13,409 1.5 14,110 1.6 3.3 5.2

101,046 （人） 100,721 （人） 99,731 （人） △ 0.3 △ 1.0
8.9 8.9 8.7 0.4 △ 2.3

※資料　新潟県市町村民経済計算
(注) ①就業者＝雇用者＋無給家族従業者＋個人業主

②市町村民経済計算の遡及改訂等により、令和2・3年度の数値については、遡及改訂している
③ここでいう「その他のサービス」は「公務」「教育」「保健衛生・社会事業」「その他のサービス」の合計

⑵ 市民分配所得

実額
(百万円)

構成比
(％)

実額
(百万円)

構成比
(％)

実額
(百万円)

構成比
(％)

令和3／
2年度

令和4／
3年度

565,681 100.0 594,175 100.0 577,460 100.0 5.0 △ 2.8
398,160 70.4 400,584 67.4 404,278 70.0 0.6 0.9
334,675 59.2 336,643 56.7 339,317 58.8 0.6 0.8
63,485 11.2 63,941 10.8 64,961 11.2 0.7 1.6
58,845 10.4 59,523 10.0 60,314 10.4 1.2 1.3
4,640 0.8 4,418 0.7 4,647 0.8 △ 4.8 5.2

31,251 5.5 34,475 5.8 34,439 6.0 10.3 △ 0.1
△ 671 △ 0.1 △ 656 △ 0.1 △ 408 △ 0.1 2.2 37.8

524 0.1 499 0.1 514 0.1 △ 4.8 3.0
1,195 0.2 1,155 0.2 922 0.2 △ 3.3 △ 20.2

31,353 5.5 34,474 5.8 34,110 5.9 10.0 △ 1.1
31,846 5.6 34,816 5.9 34,419 6.0 9.3 △ 1.1

493 0.1 342 0.1 309 0.1 △ 30.6 △ 9.6
569 0.1 657 0.1 737 0.1 15.5 12.2
646 0.1 732 0.1 835 0.1 13.3 14.1
77 0.0 75 0.0 98 0.0 △ 2.6 30.7

136,270 24.1 159,116 26.8 138,743 24.0 16.8 △ 12.8
85,000 15.0 108,945 18.3 92,967 16.1 28.2 △ 14.7

△ 1,709 △ 0.3 267 0.0 △ 2,099 △ 0.4 △ 115.6 886.1
52,979 9.4 49,904 8.4 47,875 8.3 △ 5.8 △ 4.1
1,296 0.2 616 0.1 446 0.1 △ 52.5 △ 27.6

15,441 2.7 14,918 2.5 15,447 2.7 △ 3.4 3.5
36,242 6.4 34,370 5.8 31,982 5.5 △ 5.2 △ 6.9

188,047 （人） 185,953 （人） 183,832 （人） △ 1.1 △ 1.1
3.0 3.2 3.1 6.2 △ 1.7

90,555 （人） 90,441 （人） 89,675 （人） △ 0.1 △ 0.8
4.4 4.4 4.5 0.7 1.8

(注) ①総人口は各年度の10月1日現在の推計人口による ※資料　新潟県市町村民経済計算
②企業所得は法人企業の分配所得受払後のもの
③雇用者＝常用雇用者＋臨時・日雇＋役員＋有給家族従業者
④市町村民経済計算の遡及改訂等により、令和2・3年度の数値については、遡及改訂している

 第２次産業
  鉱    業
  製 造 業

  水 産 業

産業別
区分
・

年度

  林    業

令和2年度 対前年増加率（％）

市内総生産
 第１次産業
  農    業

令和3年度 令和4年度

  建 設 業
 第３次産業

就業者数(市区域ベース）

  卸売・小売業
  金融・保険業
  不動産業
  運輸・郵便業
  情報通信業
  宿泊・飲食サ－ビス業
  専門・科学技術、業務支援サービス業

　その他のサービス
 小  計
 輸入品に課される税・関税
 （控除）総資本形成にかかる消費税

  電気・ガス・水道業・廃棄物処理業

就業者1人当たりの総生産

産業別
区分
・

年度

令和2年度

    支払

令和4年度 対前年増加率（％）

市民所得
 雇用者報酬
  賃金 ・ 俸給
  雇主の社会負担

令和3年度

   雇主の現実社会負担
   雇主の帰属社会負担
 財産所得（非企業部門）
  一般政府
    受取

    その他の産業

  家計
    受取
    支払
  対家計民間非営利団体
    受取
    支払
 企業所得
  民間法人企業
  公的企業
  個人企業
    農林水産業

    持ち家
総人口
人口１人当たりの市民所得
雇用者数（市民ベース）
雇用者１人当たりの報酬
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２　消費生活センターの相談受付状況
（単位：件）

※資料　市消費生活センター

計

種別 年 度 令和5年度 令和6年度令和2年度 令和3年度 令和4年度

977 953 980 968 1,014

被服品

光熱水品

住居品

食料品

商
品
類

商品一般

他の商品

土地・建物・設備

車両・乗り物

教養娯楽品

保健衛生品

管理・保管

11 15

修理・補修

金融・保険サービス 92 80 103 90

その他

他の行政サービス

内職・副業・ねずみ講

他の役務

保健・福祉サービス

役
務
類

クリーニング

レンタル・リース・貸借

工事・建築・加工

教養・娯楽サービス

教育サービス

運輸・通信サービス

役務一般

45

21

8

-

5

89

166

129

86

25

39

31

63

68

18

21

3

9

20

56

4

10

57

117

71

51

27

47

81

63

32

24

3

5

30

19

18

-

-

4

59

2

70

16

67

14

7

26

134

60

45

25

56

100

67

24

20

-

1

24

18

7

-

12

75

2

76

31

65

3

11

40

130

78

27

18

50

69

71

41

29

-

2

11

29

10

-

16

16

7

27

54

1

77

28

83

14

11

21

88

1

62

16

74

1

-

29

30

10

1

160

89

39

33

44

83

59

28

12
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３　１世帯当たり１か月間の収入と支出

家計収支に関する結果：2人以上の世帯に関する集計

　集計世帯数（概数）

　世帯数分布

　世帯人員（人）

　有業人員（人）

　世帯主の年齢（歳）

　消費支出（単位：円）

　　食料

　　住居

　　光熱・水道

　　家具・家事用品

　　被服及び履物

　　保健医療

　　交通・通信

　　教育

　　教養娯楽

　　その他の消費支出

　集計世帯数（概数）

　世帯数分布

　年間収入（千円）

現金収入

勤め先収入

公的年金・個人年金

※資料　全国消費実態調査

全国家計構造調査

（注）①標本調査であり、表の数値は抽出された世帯の回答等から算出されたもの

②平成26年は令和元年の項目に合わせて遡及集計した数値

③10月から11月までの2か月間の収支を調査した結果であり、通年の収支を調査したものではない

④四捨五入による端数の調整を行っていないことから、総数と内訳の計は一致しない場合がある

⑤令和6年の所得に関する結果は令和8年夏頃に国が公表予定

…

…

…

…

…

…

…

12,045

40,142

7,919

28,467

62,859

84,843

14,908

29,890

10,513

10,477

1.73

59.5

302,063

令和6年

80

46,673

2.98

984 1,327
その他
（事業・内職収入など）

50,489 50,263

6,695 6,963

1,386 1,428

6,616 6,934

4,246 4,179

258,561

75,504 70,203

11,080 9,944

28,867

11,106 10,162

25,371

9,991

13,305

47,419

7,578

14,013

収支項目 年

110

1.63

274,090

平成26年

62.1 62.6

令和元年

1.75

80

50,841 55,765

3.26 3.37

100

27,696 26,183

48,128 44,367

150

 所得に関する結果

45,083

4,491 2,160
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４　１世帯当たり資産現在高・負債現在高

家計資産・負債に関する結果：2人以上の世帯に関する集計

（単位:千円） （単位:千円）

資産合計（①＋②） 純資産総額（①＋②）

①金融資産（貯蓄－負債） ①純金融資産（貯蓄-負債）

貯蓄現在高 　貯蓄現在高（金融資産残高）

通貨性預貯金 預貯金

定期性預貯金 生命保険など

金投資口座・金貯蓄口座 有価証券

生命保険など その他

有価証券 金融負債残高

その他 住宅・土地のための負債

負債現在高 住宅・土地以外の負債

うち住宅・土地のための負債 月賦・年賦

②実物資産 ②住宅・宅地

住宅・宅地資産額 ※資料　全国消費実態調査
現住居・現居住地 全国家計構造調査
宅地
うち借地

住宅
現住居以外・現居住地以外
宅地
住宅

耐久消費財資産額
うち自動車

ゴルフ会員権等の資産額

（注）①標本調査であり、表の数値は抽出された世帯の回答等から算出されたもの

②平成21年は11月末現在、平成26年、令和元年は10月末現在

③令和元年調査では調査項目等の全面的な見直しにより市単位では集計されなくなった項目があるため、

平成21年の結果と比較を行う場合には注意が必要

④四捨五入による端数の調整を行っていないことから、総数と内訳の計は一致しない場合がある

2,902

年

13,402

平成26年

有業人員（人）

世帯主の年齢（歳）

20,417

平成21年

55.6

106

15,552

66,876

57,331

1.76

8,052

3,144

1,011

108

9,596

11,351

13,609

189

291

60.4

2,941

753

320

3,382 4,166

3,647

314

206

12,316

1.76

61.2

10,227 8,150

19,50023,629

1.81

令和元年

集計世帯数（概数）

世帯数分布

世帯人員（人）

年資産項目

100 140

46,950

3.41

45,641

3.30

7,675
4,029

48

3,462

3,479

8,538

…

4,526

3,653

221

4,865

4,371

51,324

43,601

2,192

37,946

資産項目

世帯人員（人）

有業人員（人）

世帯主の年齢（歳）

集計世帯数

世帯数分布（抽出率調整）

11,820
301

26,127
5,654

3.78
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５　年間収入・貯蓄現在高 階級別世帯数

年間収入・資産分布等に関する結果：2人以上の世帯に関する集計 単位：世帯

※資料　全国消費実態調査

全国家計構造調査

（注）①標本調査であり、表の数値は抽出された世帯の回答等から算出されたもの
②平成26年は令和元年の項目に合わせて遡及集計した数値
③年間収入：過去1年間（令和元年は2018年11月から2019年10月末まで）の収入（税込）で

退職金、財産の売却で得た収入など一時的な収入は含めない

④貯蓄現在高：10月末現在の、銀行（ゆうちょ銀行を含む）、その他の金融機関への預貯金

生命保険、株式、債券、社内預金等のその他の貯蓄の合計

⑤不詳の世帯は「平均」にのみ含まれ、世帯割合は不詳を除いた世帯数で算出

11.4%

13.2% 8,298 17.8%

20.4% 8,690 18.6%

平均

7,626 15.2%

6,734 13.4%

4,533 9.0%

3,016 6.0%

1,491 3.0%

10.1%

2,950 5.8%

1,644 3.3%

2,301 4.6%

1,138 2.3%

平成26年
資産項目 年

令和元年

世帯分布 世帯割合 世帯分布 世帯割合

年間収入階級

200万円未満

200 ～  300万円

600 ～  700万円

700 ～  800万円

800 ～  900万円

900 ～ 1000万円

1500万円以上

300 ～  400万円

400 ～  500万円

500 ～  600万円

貯蓄現在高階級

50,489

5,112

1,439 2.9%

6,219 12.3%

50,263 -

2,115 4.2%

3,148 6.3%

-

5,838

6,900

7,253

11.6%

13.7%

14.4%

6,142

3,886

4,806

12.2%

7.7%

100 ～  300万円 8,772 17.4% 7,333 15.7%

100万円未満 6,328 13.6%

300 ～  600万円

600 ～  900万円

6,291

3,717

900 ～ 1500万円

1500 ～ 3000万円

6,683

10,323

3000 ～ 5000万円

9.6%

1000 ～ 1500万円 9,693 19.2% 6,767 13.5%

5000万円以上

7,677 15.2% 2,984 6.4%

1,144 2.3% 1,569 3.4%

12.5% 6,130 13.1%

7.4% 5,340

5,881 11.6%
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